
（平成２１年７月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認佐賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



佐賀厚生年金 事案 410 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 35年４月 25日から同年６月４日までの船

員保険料を船舶所有者により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ船舶における資格取得日を昭和 35年４月 25日、資格喪失日

を、同年６月４日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 5,000円とすることが

必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年６月 23日から 35年６月４日まで 

私は、昭和 34年６月 23日からＢ社に勤務し、Ａ船舶に乗船しました。 

社会保険庁の年金記録によると、約１年、船員保険に未加入となっている

が、当時、必ず船員保険証を持っていたので年金に加入しているはずである。

申立期間について船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録では、申立人は昭和 35 年６月４日にＣ船舶において

船員保険の資格を取得している。 

しかし、申立人が保管する船員手帳及び元同僚の供述から、申立人が申立期

間において、Ａ船舶及びＣ船舶に乗船していたことが推認できる。 

また、申立人及び複数の同僚は「Ａ船舶及びＣ船舶の所有者は同じであった

が、便宜上船員保険の適用を別にしていた。申立期間当時はＡ船舶及びＣ船舶

には７人から９人ほど乗船していたと思う。」と供述しているところ、申立期

間より前から乗船していた他の乗組員は、Ａ船舶及びＣ船舶が船員保険の新規

適用となった日に船員保険に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人保管する船員手帳には、Ａ船舶の雇入年月日として昭和 34

年６月 23日と記載されている。 

加えて、申立人は申立期間当時「Ａ船舶で、機関長と二人でＤ部におり、Ｆ

の仕事をしていた。」と供述しており、同僚は、「申立人は、船員保険の適用前

から船に乗っているので、船員保険を適用したのではないか。」と供述してい

る上、一緒に勤務していた機関長は、「Ａ船舶」の記号払出年月日である昭和

35年４月 25日に船員保険を資格取得している。 



これらを総合的に判断すると、申立人もＡ船舶が船員保険の新規適用となっ

た昭和 35年４月 25日以降、保険料を船舶所有者により給与から控除されてい

たことが推認できる。 

なお、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿によると、申立人の

昭和 35 年６月の「Ｃ船舶」における資格取得時の標準報酬月額が 5,000 円で

あることから、「Ａ船舶」における資格取得時の標準報酬月額を 5,000 円とす

ることが妥当である。 

また、Ａ船舶及びＣ船舶は既に廃業しており、当時の資料等が残っておらず、

確認することができないが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取

得届が提出された場合には、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこ

ととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録してお

らず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険

事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 35 年４月及び同年５月の保険料の納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 34年６月 23日から 35年４月 24日までの期間

については、申立人が保管する船員手帳からＡ船舶に乗船していたことが確認

できるものの、社会保険事務所が保管する船員保険の適用船舶記号払出簿によ

ると、「Ａ船舶」の記号払出年月日は、昭和 35 年４月 25 日となっており、他

の記号を払い出された記録は確認できない。 

このほか、申立期間に、申立人の給与から船舶所有者が船員保険料を控除し

ていたことを確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間のうち昭和 34 年６月 23 日から 35

年４月 24 日までの期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



佐賀厚生年金 事案 411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 41年８月 31日から 42年４月１日まで 

昭和 41年５月から 42年３月末まで、Ａ事業所に勤務した。 

社会保険事務所に照会したところ、41年８月 31日から 42年３月 31日ま

での期間について厚生年金保険加入記録が無いとの回答であった。同事業所

には、長女が幼稚園を卒園する 42 年３月末まで継続して勤務したので、申

立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の長女が幼稚園を卒園するまでＡ事業所に勤務していたこと及び次

の職場へ勤務した経緯などの具体的な申立内容から、申立人が申立期間におい

て、同事業所に勤務していたことは推認することができる。 

しかしながら、Ａ事業所は昭和 63 年に閉鎖しており、当時の人事記録、賃

金台帳等申立人の勤務状況が確認できる資料が無い上、申立人も給与明細書等

を所持していないため、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認することができない。 

また、社会保険事務所が保管するＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立人は昭和 41 年５月 1 日資格取得、41 年８月 31 日資

格喪失とされており、これ以降の申立期間において、申立人が再度同事業所に

おいて厚生年金保険被保険者資格を取得したことをうかがわせる記載は無く、

同名簿の整理番号に欠番は無い。 

さらに、Ａ事業所の新規適用時の被保険者は申立人を含む５人(うち、１人

死亡、２人所在不明)となっているが、申立人を含めた３人は３か月で資格を

喪失しており、このうち申立人と同日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し

ている１人は「Ａ事業所には昭和 41 年ごろから２、３年勤務した。厚生年金



保険料控除については関心が無かったのでわからない。」と供述しているが、

社会保険庁の記録で厚生年金保険資格喪失日と同日に国民年金に加入してい

ることが確認できるとともに、「同事業所に１年は勤務した。」と供述している

申立人の後任者の厚生年金保険加入期間は、社会保険庁の記録で４か月となっ

ていることが確認できることから、同事業所が勤務実態のある従業員について

何らかの理由により資格喪失手続を行ったことがうかがわれる。 

加えて、Ａ事業所の所長及び経理を担当していた所長の妻も既に死亡してお

り、供述を得ることができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   


